
（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 685,425,490

有価証券 6,891,889,400

未収収益 22,482,483

未収金 246,652

流動資産合計 7,600,044,025

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

工具器具備品 947,383

　　　減価償却累計額 357,381 590,002

有形固定資産合計 590,002

２　無形固定資産

電話加入権 10,500

無形固定資産合計 10,500

３　投資その他の資産

投資有価証券 698,297,376

長期未収金 77,437,272

　 貸倒引当金 77,437,272 0

破産更生債権等 112,262,866

　 貸倒引当金 112,262,866 0

投資その他の資産合計 698,297,376

固定資産合計 698,897,878

資産合計 8,298,941,903

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 2,322,188

未払費用 1,080,929

未払法人税等 90,060

賞与引当金 1,779,591

流動負債合計 5,272,768

負債合計 5,272,768

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 5,270,930,802

地方公共団体出資金 846,445

その他出資金 3,131,804,177

資本金合計 8,403,581,424

Ⅱ　資本剰余金

その他行政コスト累計額（注）

減損損失相当累計額（△）（注） △ 239,400

除売却差額相当累計額（△）（注） △ 35,700 △ 275,100

資本剰余金合計 △ 275,100

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 △ 109,637,189

（うち当期総利益 31,043,473 )

繰越欠損金合計 △ 109,637,189

純資産合計 8,293,669,135

負債純資産合計 8,298,941,903

（注） これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

貸　借　対　照　表
（令和６年３月３１日現在）



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

特例業務費 8,021,991

一般管理費 17,738,481

財務費用 38,221,100

臨時損失 56,131,433

法人税、住民税及び事業税 90,060

損益計算書上の費用合計 120,203,065

Ⅱ 行政コスト 120,203,065

行　政　コ　ス　ト　計　算　書

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）



（民間研究特例業務勘定）

経常費用
特例業務費

人件費 6,844,613
賞与引当金繰入 654,779
消耗品費 6,425
支払リース料・賃借料 15,820
旅費交通費 333,780
雑費 166,574 8,021,991

一般管理費
人件費 12,622,654
賞与引当金繰入 1,124,812
消耗品費 101,200
支払リース料・賃借料 1,164,565
保守・修繕費 126,163
水道光熱費 32,401
旅費交通費 2,976
図書印刷費 72,842
通信費 1,277,285
雑費 1,213,583 17,738,481

財務費用
有価証券評価損 38,221,100 38,221,100

経常費用合計 63,981,572

経常収益
財務収益

受取利息 65,589
有価証券利息 94,902,195 94,967,784

雑益 147,321
経常収益合計 95,115,105

経常利益 31,133,533

臨時損失
貸倒引当金繰入 56,131,433
臨時損失合計 56,131,433

臨時利益
委託費返還金収入 56,131,433
臨時利益合計 56,131,433

税引前当期純利益 31,133,533
法人税、住民税及び事業税 90,060
当期純利益 31,043,473
当期総利益 31,043,473

損　益　計　算　書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

（単位：円）



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

減損損失相当
累計額（△）

除売却差額相当
累計額（△）

うち当期総利益

5,456,492,473 912,154 3,364,178,684 8,821,583,311 △ 239,400 △ 35,700 △ 275,100 △ 140,680,662 － △ 140,680,662 8,680,627,549

Ⅰ

△ 185,561,671 △ 65,709 △ 232,374,507 △ 418,001,887 △ 418,001,887

Ⅱ

Ⅲ 繰越欠損金の当期変動額

( 1 ) 利益の処分又は損失の処理

( 2 ) その他

当期純利益 31,043,473 31,043,473 31,043,473 31,043,473

当期変動額合計 △ 185,561,671 △ 65,709 △ 232,374,507 △ 418,001,887 - - - 31,043,473 31,043,473 31,043,473 △ 386,958,414

当期末残高 5,270,930,802 846,445 3,131,804,177 8,403,581,424 △ 239,400 △ 35,700 △ 275,100 △ 109,637,189 31,043,473 △ 109,637,189 8,293,669,135

純資産変動計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

当期未処理損失
繰越欠損金

合計

その他行政コスト累計額

資本剰余金
合計

当期首残高

当期変動額

資本金の当期変動額

不要財産に係る国庫納付等による減資

資本剰余金の当期変動額

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　繰越欠損金

純資産合計政府
出資金

地方公共
団体

出資金

その他
出資金

資本金
合計



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

特例業務支出 △ 927,274
人件費支出 △ 22,956,698
その他の業務支出 △ 6,358,349
その他の事業収入 5,195

小計 △ 30,237,126
利息の受取額 96,519,589
法人税等の支払額 △ 178,600

    業務活動によるキャッシュ・フロー 66,103,863

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の償還による収入 300,000,000
定期預金の預入による支出 △ 484,000,000
定期預金の払戻による収入 484,000,000

    投資活動によるキャッシュ・フロー 300,000,000

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
不要財産に係る国庫納付等による支出 △ 418,001,887

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 418,001,887

Ⅳ 資金減少額 △ 51,898,024

Ⅴ 資金期首残高 737,323,514

Ⅵ 資金期末残高 685,425,490

キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）



（民間研究特例業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 109,637,189

（当期総利益） (31,043,473)
前期繰越欠損金 140,680,662

Ⅱ　次期繰越欠損金
109,637,189

損失の処理に関する書類



（民間研究特例業務勘定）

重要な会計方針

１．減価償却の会計処理方法

（１） 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

工具器具備品 ２～６年

２．引当金の計上基準

（１） 賞与引当金

（２） 退職給付引当金

　

（３） 貸倒引当金

３．有価証券の評価基準及び評価方法

（１） 売買目的有価証券

   時価法を採用しております。

（２） 満期保有目的の債券

   取得差額がないものは原価法、取得差額があるものは償却原価法（定額法）を採用しております。

４．消費税等の会計処理

   　消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

５．表示方法の変更

　前事業年度において、「一般管理費」の「雑費」に含めて表示しておりました「通信費」（前事業年度127,862円）
は、金額的な重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

　当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改
訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改
訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）のうち、収益認識に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を作成
しております。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、未収金、長期未収金及び破産更生債権等については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

 　国等からの出向者である役職員であり、退職手当も支給しないこととされているため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。

　 役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。



（民間研究特例業務勘定）

注記事項

１． 貸借対照表関係

(1) その他行政コスト累計額に係る注記

その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 0 円

（2） 不要財産に係る国庫納付等に係る注記

① 現金及び預金
② 現金及び預金

（1）取得価額 300,000,000円

（2）減価償却 0円

（3）帳簿価額 300,000,000円

④

⑤ 現金による納付
⑥ 0円
⑦ 0円

（1）国庫納付額 185,561,671円

　　納付年月日 令和6年3月11日 

（2）地方公共団体への払戻額 31,020円

　　納付年月日 令和6年8月予定

（3）その他民間等への払戻額 114,407,309円

　　納付年月日 令和6年8月予定
⑨ 185,561,671円

⑩

① 現金及び預金
② 現金及び預金

（1）取得価額 232,440,216円

（2）減価償却 0円

（3）帳簿価額 232,440,216円

④

⑤ 現金による納付
⑥ 0円
⑦ 0円

（1）地方公共団体への払戻額 65,709円

　　納付年月日 令和5年9月29日 

（2）その他民間等への払戻額 232,374,507円

　　納付年月日 令和5年9月29日 
⑨ 232,440,216円

⑩

不要財産となった理由

国庫納付等の方法

譲渡収入の額

控除費用

⑧
国庫納付等の額
納付等年月日

減資額

備考

令和5事業年度に満期を迎えた有価証券
について、再運用しなくても本業務に必要
な経費を賄うことが可能であることから、将
来にわたり業務を確実に実施する上で必
要がない財産と認められたため。

不要財産とした金額のうち、114,438,329円は
令和6事業年度に地方公共団体及びその他民
間等へ払戻しを行う予定。
なお払戻し額については、出資金の一部払戻
しの催告を行い、払戻請求があった額となる。

払戻し額については、出資金の一部払戻
しの催告を行い、払戻請求があった額を
行った。

控除費用

⑧
国庫納付等の額
納付等年月日

減資額

備考

資産の種類

資産名称

③ 帳簿価額

不要財産となった理由

国庫納付等の方法

譲渡収入の額

令和4事業年度に満期を迎えた有価証券
について、再運用しなくても本業務に必要
な経費を賄うことが可能であることから、将
来にわたり業務を確実に実施する上で必
要がない財産と認められたため。

③ 帳簿価額

資産の種類

資産名称



（民間研究特例業務勘定）

２． 行政コスト計算書関係

（1） 国立研究開発法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 120,203,065 円

自己収入等 △ 151,246,538 円

法人税等及び国庫納付額 △ 90,060 円

機会費用 39,188,955 円

8,055,422 円

（2） 機会費用の計上方法

①

②

３． 損益計算書関係

（1） 経常費用の主な内訳

① 特例業務費　人件費の内訳

給与、賞与及び諸手当 5,757,327 円

法定福利費 1,087,286 円

② 一般管理費　人件費の内訳

役員報酬 187,462 円

給与、賞与及び諸手当 10,063,740 円

法定福利費 1,802,716 円

その他人件費 568,736 円

４． キャッシュ・フロー計算書関係

（1） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 685,425,490 円

資金期末残高 685,425,490 円

政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　 当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、国立研究開発法人での勤務時間に対応する部分につ
いて、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

　 10年利付国債の令和６年３月末利回りを参考に0.725％で計算しております。

国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

国立研究開発法人の業務運営に関し
て国民の負担に帰せられるコスト



（民間研究特例業務勘定）

５． 金融商品に関する注記

（1） 金融商品の状況に関する事項

（2） 金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

7,590 7,612 22

　     ①売買目的有価証券 6,891 6,891 －

698 720 22

77

　　  貸倒引当金 △ 77

0 0 0

112

　　  貸倒引当金 △ 112

0 0 0

（＊）百万円未満は切り捨てて記載しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

（１）有価証券及び投資有価証券

　

（２）長期未収金

（３）破産更生債権等

（３）破産更生債権等

  資金運用については、基本財産として受け入れた政府及び民間等からの出資金を財源とし、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づ
き短期的な預金及びＡ格以上の社債に限定しております。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており､預金、未
収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差額

（１）有価証券及び投資有価証券

　　　 ②満期保有目的有価証券

（２）長期未収金

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算
定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　社債は、相場価格を用いて評価しております。当法人が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価
格とは認められないため、その時価をレベル2の時価に分類しております。

　長期未収金については、財務内容評価法に基づき時価を算定しております。時価に対して観察できないインプットによる影響額が重
要と判断し、レベル3の時価に分類しております。

　破産更生債権等については、財務内容評価法に基づき時価を算定しております。時価に対して観察できないインプットによる影響額
が重要と判断し、レベル3の時価に分類しております。
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1．固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

当期償却額 当期減損額

工具器具備品 947,383 0 0 947,383 357,381 0 0 0 590,002

計 947,383 0 0 947,383 357,381 0 0 0 590,002

工具器具備品 947,383 0 0 947,383 357,381 0 0 0 590,002

計 947,383 0 0 947,383 357,381 0 0 0 590,002

ソフトウェア 460,600 0 0 460,600 460,600 0 0 0 0

計 460,600 0 0 460,600 460,600 0 0 0 0

電話加入権 504,000 0 0 504,000 － － 493,500 0 10,500

計 504,000 0 0 504,000 0 0 493,500 0 10,500

ソフトウェア 460,600 0 0 460,600 460,600 0 0 0 0

電話加入権 504,000 0 0 504,000 － － 493,500 0 10,500

計 964,600 0 0 964,600 460,600 0 493,500 0 10,500

投資有価証券 698,268,948 28,428 0 698,297,376 － － － － 698,297,376

長期未収金 133,568,705 0 56,131,433 77,437,272 － － － － 77,437,272

　貸倒引当金 △ 133,568,705 0 △ 56,131,433 △ 77,437,272 － － － － △ 77,437,272

破産更生債権等 0 112,262,866 0 112,262,866 － － － － 112,262,866 （注）
　貸倒引当金 0 △ 112,262,866 0 △ 112,262,866 － － － － △ 112,262,866 （注）

計 698,268,948 28,428 0 698,297,376                          -                          -                          -                          - 698,297,376

      破産更生債権等については、全額回収不能と見積もり、貸倒引当金を計上しております。

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額
減損損失累計額

無形固定資産
（減価償却費）

期末残高

有形固定資産
合計

差引当期末残高 摘要

有形固定資産
（減価償却費）

減価償却累計額

（注）長期未収金のうち、破産手続きが開始された債権について、破産更生債権等に振替を行っております。

投資その他の資産

非償却資産

無形固定資産
合計
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２．有価証券の明細

（１）流動資産として計上された有価証券

（単位：円）

（２）投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：円）

３．引当金の明細
（単位：円）

(注)賞与引当金の残額については雑益として計上しております。

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細
（単位：円）

(注)個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

５．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円，人）

（注）

1．

再雇用職員に対する給与の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の再雇用職員規程に基づき支給しております。

契約職員に対する給与の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の契約職員規程に基づき支給しております。

2． 役員について期末現在の人数と上表の支給人員数は異なっております。

3． 支給人員は年間平均支給人員数を記載しております。

4． 非常勤の役員、再雇用職員及び契約職員について外数として（　　）で記載しております。

5． 上記明細は「役員報酬」、「給与、賞与及び諸手当」、「退職金」及び「その他人件費」により構成されており、中期計画に定める予算上の人件費とは異なっております。

6． 支給額の千円未満は切り捨てて計上しております。

112,262,866 （注）

破産更生債権等 0 112,262,866 112,262,866 0 112,262,866 112,262,866

(-)

18,069

報 酬 又 は 給 与

187

(1)

(-)

-                        

職             員

(568)

(568)

支給人員

退　職　手　当

-                        -                        0

支給人員 支  給  額支  給  額 

(-) (-) (-)

役             員

区             分

(-) (-)

職員に対する給与等の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の職員給与規程及び職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

(1)

合             計 3

3

(-)

-                        

役員に対する報酬等の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の役員給与規程及び役員退職手当支給規程に基づき支給しております。

-                        -                        

18,256

2,248,069

目的使用

計 2,395,383

当期減少額

（注）1,779,591147,314

期末残高

1,779,591

2,395,383

期首残高 当期増加額

1,779,591

銘　　　　　　柄 取得価額

2,248,069

貸借対照表 当期損益に含まれた
摘　　　　要

101,120,000 △ 2,700,000

時　　価
計　上　額

861,200,000

区　　　　　分

第１６回新関西国際空港債券

第２５回アドバンス･レジデンス投資法人債

第１回損害保険ジャパン日本興亜(株)劣後債

　　　　貸倒懸念債権 133,568,705 △ 56,131,433

計 133,568,705 56,131,433

第８５回丸紅債

売　買　目　的
有　価　証　券

947,640,000

第６５回神戸製鋼所社債

評　価　損　益

第１１８回住宅金融支援機構債 50,000,000 54,280,000 54,280,000 △ 1,480,000

第１２０回住宅金融支援機構債 500,000,000 543,714,000 543,714,000 △ 5,197,500

99,906,800 101,120,000

1,500,000,000 1,471,770,000 1,471,770,000 △ 16,215,000

相鉄ホールディングス(株)第３５回無担保社債

378,400,000 400,000,000 396,814,530 0

100,750,000 100,000,000 100,153,624

800,000,000 793,378,000 793,378,000 6,190,000

日本生命保険相互会社第４回Ｃ号劣後債 1,000,000,000 985,100,000 985,100,000

861,200,000 △ 10,720,000

第２回MCUBS Midcity投資法人債 100,000,000 99,680,000 99,680,000 △ 750,000

第６回東急不動産ホールディングス(株)無担保社債 400,000,000 394,362,400 394,362,400 △ 1,375,600

△ 4,500,000

1,779,591

摘　　　　　要
その他

147,314

賞与引当金

0

100,000,000 98,610,000 98,610,000 90,000

第３回Ｂ号住友生命保険相互会社劣後債 1,500,000,000 1,488,675,000 1,488,675,000 △ 1,563,000

0

計 686,296,000 700,000,000 698,297,376 0

計 6,997,546,800 6,891,889,400 6,891,889,400 △ 38,221,100

区　　　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘　　要
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

満　期　保　有
目　的　債　券 銘　　　　　　柄 取得価額 券面総額

貸借対照表 当期費用に含まれた

第３回三菱商事㈱利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債

第１６回東京電力パワーグリット株式会社社債 100,200,000

106,946,000 100,000,000 101,286,302

0

100,000,000 100,042,920

摘　　　　要
計　上　額 評　価　差　額

第７回みずほ銀行劣後債

189,700,138 133,568,705 56,131,433 189,700,138

77,437,272 133,568,705 △ 56,131,433 77,437,272 （注）

長期未収金 133,568,705 △ 56,131,433 77,437,272 133,568,705 △ 56,131,433 77,437,272

　　　　破産更生債権 0 112,262,866 112,262,866 0 112,262,866
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